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第４章 災 害 予 防 計 画 

 

災害対策の目標は、災害の発生を未然に防止することであり、災害予防は、あらゆる防災の基礎をな

すものであることから、それぞれの組織を通じて相互に協力し、災害発生の未然防止のため必要とする

施策を誠実に実施し、災害発生原因の除去及び施設の改善に努めるとともに、科学的知見及び過去の災

害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図るものとする。 

なお、平時から、災害時の対応についてコミュニケーションをとり「顔の見える関係」を構築し、信

頼感を醸成するとともに、訓練・研修等を通じて構築した関係を持続的なものとするよう努める。 

また、町及び防災関係機関は、円滑な災害応急対策及び災害復旧に資するよう、物資供給等の事業者

と協定を締結しておくなど協力体制を構築するとともに、老朽化した社会資本について、その適切な維

持管理に努めるものとする。 

 

 

 

第１節 災害危険区域及び整備計画 

 災害が予想される重要警戒区域の実情を調査し、容易に応急対策が講ぜられるようにするとともに、

その地域に対する施設の整備計画を明らかにする。 

 

１．災害危険区域（平成２９年４月１日現在） 

   本町において発生が予想される災害の種類及び地域等は次のとおりである。 

   （１）水防区域（第１表） 

       降雨・融雪等で河川が増水し、河川の溢流・堤防の決壊等により災害が予想され、警戒を

必要とする区域 

   （２）高波・高潮・津波など予想区域（第２表） 

      海岸地域で、高波・高潮・津波等により災害が予想され、警戒を必要とする区域 

   （３）地すべり等危険区域（第３表） 

      降雨・地質等が原因で地すべり等により災害が予想され、警戒を必要とする区域 

   （４）急傾斜地崩壊危険区域（第４表） 

      降雨・地質等が原因でがけ崩れ等により災害が予想され、警戒を必要とする区域 

   （５）土石流危険渓流区域（第５表） 

      降雨・地質等が原因で土石流により災害が予想され、警戒を必要とする区域 

   （６）土砂災害警戒区域（第６表） 

       土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律により、警戒区域に

指定された区域 
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 第
６

表
 

土
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９
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○
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7
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９

年
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５

日
 

○
 

○
 

6
2
 

1
 

2
 

 
北
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道
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事
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3
 

急
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江
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４

0
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成
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９

日
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○
 

 
 

1
 

 
 

 

4
 

急
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江
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９
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○
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6
 

 
 

 
 

 

5
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江
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成
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９
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○
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江
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平
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３
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９
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○
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２
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０

日
 

○
 

○
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９
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○
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９
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○
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○
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○
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２
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○
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澗
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○
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第２節 水 害 予 防 計 画 

 本計画は、洪水・その他による水災時において、これを警戒・防御し、その被害を軽減するための水防

組織及び水防施設・雨量水位観測・通信連絡等の予防対策を次のとおり定めるものとする。 

 

１．水防の責務 

   水防法に定める水防に関係する機関及び一般住民等の水防上の責務は、次のとおりとする。 
 

（１）水防管理者の責務 

    町は、水防法第３条及び第４条の規定に基づき、水防管理団体として町の区域内における水防

を十分に果たすべき責任を有する。 
 

（２）北海道（檜山振興局・函館建設管理部） 

①北海道は、水防管理団体が行う水防が十分に効果を発揮するよう指導に努めるものとする。 

   ②「北海道水防計画」に定めるところにより、指定した河川（以下「水防警報指定河川」という。）

につき、北海道が洪水により相当な損害を生ずるおそれあると認めて発表した水防警報を受け

たときは直ちに本計画に定めるところにより、警報事項又はその受けた内容を関係水防管理者

その他水防に関係ある機関に通知するものとする。 
 

（３）北海道開発局函館開発建設部 

    北海道開発局函館開発建設部は、水防管理団体が行う水防が十分に効果を発揮するよう指導に

努めるものとし、気象の状況により洪水のおそれがあるときは、直ちに水防管理者等にその情報

を通知するものとする。 
 

（４）函館地方気象台 

    函館地方気象台長は、気象の状況により洪水又は高潮のおそれがあるときは、その状況を北海

道開発局函館開発建設部及び北海道（檜山振興局）に通知するとともに、必要に応じ報道機関の

協力を求めて、一般に周知させるものとする。 
 

 （５）居住者等の水防義務 

    水防管理者又は消防機関の長は、水防法第２４条の規定に基づき、水防のためやむを得ない必

要があるときは、町の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させるこ

とができる。 

 

 

２．水 防 組 織 

 （１）組   織 

    町における水防組織は、必要に応じて消防機関、農・漁業協同組合、土地改良区、町内会等の

応援を得て、水防活動を実施するものとする。 

 （２）消防機関の地域分担 

   消防機関の地域分担を次のとおりとする。 
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 【消防機関の地域分担】 

区  分 担当地区 

檜山広域行政組合江差消防署 江差町全域 

江 
差 
町 
消 
防 
団 

第１分団 本町・上野町・橋本町・新地町・円山・緑丘 

第２分団 新栄町・愛宕町・豊川町・中歌町・東山・檜岱 

第３分団 姥神町・津花町・茂尻町・鴎島・海岸町 

第４分団 陣屋町・南浜町・南が丘・柏町・萩ノ岱・砂川・椴川町 

第５分団 大澗町・泊町・尾山町・田沢町・伏木戸町 

第６分団 小黒部町・中網町・朝日町・鰔川町 

第７分団 水堀町・越前町・柳崎町・五厘沢町 

 

３．隣接市町村水防管理団体及び警察官等との協力応援 

 （１）隣接市町村水防管理団体との協力応援（水防法第２３条） 

    水防管理者は、水防のため緊急の必要があるときは、隣接の水防管理者及び消防機関の長に対

して応援を求めることができる。応援の円滑な実施をはかるため、あらかじめ隣接町の水防管理

者等と相互に協定をしておくものとする。 

 （２）警察官との協力応援 

    水防管理者又は消防機関の長が警察官へ協力応援を求めるときの法に規定されている事項は、

次のとおりである。 

     ○警戒区域の監視          法第２１条第２項 

     ○警察官の出動           法第２２条 

     ○警察通信施設の利用        法第２７条第２項 

     ○避難、立退きの場合における措置  法第２９条 

 （３）自衛隊の災害派遣要請 

    自衛隊の災害派遣要請は、「第５章第２18 節 自衛隊災害派遣要請及び派遣活動計画」に基づき、

知事（檜山振興局長）に対して派遣の要請を依頼するものとする。 

 

４．重要水防区域等 

   本町の区域内の河川等で水防上特に重要な区域は、本章第１節第１表のとおりである。 

 

５．水防施設等 

 （１）雨量観測所 

所 管 観測所名 水系名 河川名 位  置 通報先 

函館地方気象台 
江差特別地域 
気象観測所 

— — 江差町字姥神町  

 （２）水位観測所 

所 管 観測所名 河川名 位 置 

通報水位 
計 画 
高水位 

通報先 水 防 団
待機水位

は ん 濫 
注意水位 

函館建設管理部 
厚沢部川 
水 位 局 

厚沢部川
江差町字
小黒部町

４．５４ｍ ５．６６ｍ ７．８５ｍ 江差出張所

 （３）検 潮 所 

港 名 管理者 位 置 備 考 

江差港 開発局 江差町字中歌町 ＋２．２０５ｍ 

※備考欄は、東京湾平均海面（Ｔ・Ｐ）からの球分体の高さを表す。 
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 （４）排水ポンプ場 

名 称 設置数 能  力 

水堀排水機場 １基 １．０８㎥/秒×２台＝１１８．２㎥/分 

（５）水防倉庫 

    本町における水防資機材の保管は、「江差町防災備蓄センター」とする。 

 （６）水防用土砂採取場等 

    水防活動の実施のために必要な土砂採取場等は、江差建設協会との相互応援協定により協力を

求めるものとする。 

 

６．通 信 連 絡 

 （１）町の通信連絡 

町の通信連絡は、一般有線通信及び携帯電話によるほか、防災行政無線・遠隔吹鳴システム・

総合行政ネットワーク等の無線を用いて行うものとする。 

 （２）電気通信設備の優先利用等 

    水防管理者・消防機関の長、又はこれらの命を受けた者は、水防上緊急を要する通信のために、

電気通信事業者の電気通信設備を優先的に利用し、又は次に掲げる専用通信施設を使用すること

ができるものとする。 

   ○北海道通信施設 

   ○北海道警察本部通信施設 

   ○北海道開発局通信施設 

   ○自衛隊通信施設 

 

７．気象警報等の通信連絡 

（１）水防警報指定河川 

指定河川 基準水位観測所 水防警報区 

水系 河川 名称 河川位置 所在地 左 岸 右 岸 

厚沢部川 

 

 

 

厚沢部川 

 

 

 

厚沢部川 

 

 

 

河口から

６．５㎞ 

 

 

江差町字小黒部町

２８１番地先河川敷 

 

 

自  厚沢部町字富里５２２番３

地先の町道君影橋下流端

 

至  海 

 （２）水防活動用予報及び警報等の伝達 

    水防管理者は、函館地方気象台、北海道開発局函館開発建設部、及び北海道渡島総合振興局函

館建設管理部から発表される水防活動用の各種予報及び警報についての取扱責任者を本部事務

局長とし、予報及び警報の処理にあたる。 

【水防活動用予報及び警報の種類】 

区  分 種  類 発表機関 摘  要 

気象予報（注意報を含
む）、警報、並びに情報
等 

大雨注意報・大雨警報
洪水注意報・洪水警報
高潮注意報・高潮警報

函館地方気象台 
一般向け注意報及び警

報の発表をもって代える 

洪水予報 注意報・警報・情報 
函館開発建設部 
函館地方気象台 
共     同 

 指定河川について、水位
又は流量を示して行う予
報 

水防警報 
待機・準備 
出動・指示 

解除 
函館建設管理部 

 水防管理団体に水防活
動を行う必要があること
を警告して発表 
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【水位情報の種類と内容】 

種 類 内     容 

はん濫危険水位 

（危険水位） 
洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じるはん濫の恐れがある水位 

避難判断水位 

（特別警戒水位） 
避難勧告等の発令判断の目安、住民の避難判断の参考 

はん濫注意水位 

（警戒水位） 

避難準備・高齢者等避難開始の発令判断の目安、住民のはん濫に関する情報へ

の注意喚起、水防団の出動の目安 

水防団待機水位 

（指定水位） 
水防団が出動のために待機する水位 

 

【水防警報の種類・内容及び発表基準】 

種 類 内    容 発表基準 

待 機 

 不意の出水あるいは水位の再上昇等が予想され

る場合に状況に応じて直ちに水防機関が出動でき

るように待機する必要がある旨を警告するもの。 

 水防機関の出動期間が長引くような場合に出動

人員を減らしても差し支えないが、水防活動をやめ

ることはできない旨を警告するもの。 

 気象警報等及び河川状況により、

特に必要と認めたとき。 

準 備 

 水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、水門

機能等の点検、通信及び輸送の確保等に努めるとと

もに、水防機関に出動の準備をさせる必要がある旨

を警告するもの。 

 雨量・水位・流量その他の河川によ

り必要と認めたとき。 

出 動 

 水防機関が出動する必要がある旨を警告するも

の。 

 洪水予報により、または水位、流

量、その他の河川状況により、はん

濫注意水位（警戒水位）に達し、な

お上昇のおそれがあるとき。 

指 示 

 水位・滞水時間その他水防活動上必要な状況を明

示するとともに越水、漏水、法崩、亀裂、その他河

川状況により警戒を必要とする事項を指摘して警

告するもの。 

 洪水予報により、又は、既にはん

濫注意水位（警戒水位）を超え災害

のおそれがあるとき。 

解 除 

 水防活動の必要とする出水状況が解消した旨、及

び当該基準水位観測所名による一連の水防警報を

解除する旨を通告するもの。 

 はん濫注意水位（警戒水位）以下

に下降したとき、または、はん濫注

意水位（警戒水位）以上であっても

水防作業を必要とする河川状況が解

消したと認めるとき。 

  

【厚沢部川水位情報】（厚沢部川水位局ＳＰ＝６４６６における水位） 

厚沢部川水位情報 水  位（ｍ） 

水防団待機水位（指定水位） ４．５４ｍ 

はん濫注意水位（警戒水位） ５．６６ｍ 

避 難 判 断 水 位（特別警戒水位） ５．９８ｍ 

はん濫危険水位（危険水位） ６．４４ｍ 

計 画 高 水 位 ７．８５ｍ 

※避難判断水位設定の前提条件 

       危険水位相当換算水位（６．６５m）－水位上昇速度（０．６８m/h）×避難時間（１．２８h） 
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【水防警報伝達系統図】 

 北 海 道 
（河川砂防課） 

  北 海 道 
（危機対策課） 

江差警察署 
     

        
                   
 

函館建設管理部 
  檜山振興局 

（地域政策課） 
陸上自衛隊 

第２８普通科連隊 
     

        
                   
 函館建設管理部 

江差出張所 
  

函館開発建設部 江 差 町 
 

関 係 機 関 
    
                   
          

函館地方気象台 
檜山広域行政組合 

江差消防署 
 

江差町消防団 
           

 

８．雨量・水位の把握 

 （１）雨量の把握 

    本部事務局は、気象情報又は気象状況によって相当の降雨があると認めたときは、水防区域を

重点にその他危険と想定される箇所について、各関係機関と連絡をとり、雨量及び水位等の情報

を把握し、水防管理者に報告するものとする。 

 （２）水位の把握 

    本部事務局は、函館建設管理部江差出張所から河川水位がはん濫注意水位（警戒水位）を突破

する等の通報を受けたときは、直ちにその旨を水防管理者に報告するとともに、水防活動に必要

な体制を整えるものとする。 

    また、広報車や遠隔吹鳴システム等の伝達手段により一般町民に伝達するものとする。 

【雨量、水位観測の通信系統図】 

 
函館建設管理部 

  函館建設管理部 
江差出張所 

檜山振興局 
 

函館地方気象台 
    
                   
 

 
  

厚沢部川水位局 江 差 町 
 檜山広域行政組合

江差消防署     
                   
 

 
  

 江差土地改良区 
 

水堀排水機場 
    

 

９．水 防 信 号 

   水害が発生する恐れのある場合、及び水害が発生した場合においての警戒信号、及び水防機関の

出動信号並びに一般住民の避難立退きの危険信号は、次の表によるものとする。 

方法 

区分 
警鐘信号 サイレン信号 摘要 

警戒信号 ○休止○休止○休止 
５秒-１５秒 ５秒-１５秒 ５秒-１５秒

○-休止    ○-休止  ○-休止 

はん濫注意水位（警戒水位）

に達したとき及び気象台か

ら気象の通報を受けたとき

発す信号 

出動第１ 

信  号 
○-○-○ ○-○-○ ○-○-○

５秒-６秒  ５秒-６秒  ５秒-６秒 

○-休止   ○-休止  ○-休止 

水防管理団体及び消防機関

に属する者全員出動信号 

出動第２ 

信  号 

○-○-○-○ ○-○-○-○ 

○-○-○-○ 

１０秒-５秒 １０秒-５秒  １０秒-５秒

○-休止   ○-休止  ○-休止 

水防管理団体の区域内に居

住する者の出動信号 

危険信号 

避 難 

立退き 

乱    打 
１分-５秒  １分-５秒  １分-５秒 

○-休止   ○-休止  ○-休止 

必要を認める区域内の居住

者に避難のため立ち退くこ

とを知らせる信号 

    備考：１ 信号は、適宜の時間継続すること。 

       ２ 必要があれば警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げないこと。 

       ３ 危険が去ったときは口頭伝達により周知させるものとすること。 
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１０．決 壊 通 報 

   堤防等が決壊したときは、水防管理者及び消防機関の長は、直ちに次の系統図により通報するも

のとする。 

【堤防等の決壊通報系統図】 

 
 

  
江差警察署 

北海道警察 
函館方面本部 

  
北海道警察本部

     

                   
 

江 差 町 
  函館開発建設部 

江差道路事務所 
函館開発建設部 

  
北海道開発局 

     

                   
 檜山広域行政組合

江差消防署 

  函館建設管理部 
江差出張所 

函館建設管理部 
  

 北海道知事 
    
                                      
 

江差町消防団 
  

檜山振興局 陸上自衛隊 
第２８普通科連隊 

 
     

              
          

一 般 住 民 
   

             

 

１１．水 防 活 動 

 （１）重要水防区域の監視 

    災害の発生するおそれのあるときは、建設対策部は随時当該地区を巡視し、水防上危険である

と認められる箇所を発見したときは、直ちに水防管理者に報告し、その施設の管理者に対して必

要な措置を講ずるよう指示するものとする。 

 （２）非常配備体制 

    水防管理者は、災害の防除及び軽減並びに災害発生後における応急対策の迅速かつ強力な推進

を図るため必要があると認めたときは、非常配備の体制をとるものとする。非常配備の基準及び

伝達方法は「第３章第１節 組織計画」によるものとする。 

    なお、水防管理者が消防機関に非常配備を要請する時期は、次のとおりである。 

①水防管理者が自らの判断により必要と認めたとき。 

     ②檜山振興局から水防警報の伝達を受けたとき。 

     ③檜山振興局が必要と認めて指示したとき。 

 （３）警戒区域の指定 

    消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所に警戒区域を設定し、水防関係者以外の

者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又はその区域から退去を命ずるこ

とができる。なお、消防機関に属する者がいないとき、又は消防機関から要請があったときは、

警察官は、消防機関に関する職権を行うことができる。 

    警戒区域を設定した者は、直ちに水防管理者及び消防機関の長、警察署長にその旨を報告する。 

 （４）水 防 作 業 

    本部事務局及び消防機関は、水防作業を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に

防止し又は被害の拡大を防ぐため、堤防の構造・流速・護岸の状況等を考慮して最も適切な工法で

迅速かつ的確に実施するものとする。 

 

１２．避難及び立退き 

   水防管理者は、堤防等が決壊した場合は、又は破堤のおそれがある場合は、「第５章第４節 避難

対策計画」に定めるところにより、直ちに必要と認める区域の居住者に対し立退き又はその準備を

指示するものとし、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知する。 



49 

 

１３．監視及び警戒 

 （１）常 時 監 視 

    水防管理者は、河川・ダム・溜池等の管理者から巡視要請があった時は、すみやかに関係区域及

び施設の監視員を定めるものとする。 

    監視員は、水防上危険であると認められる箇所を発見したときは、直ちに水防管理者に報告す

るとともに、当該河川・ダム・溜池等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。 

 （２）非常監視及び警戒 

    水防管理者が非常配備を指令したときは、本部事務局は関係機関に対し通知する。それと同時

に監視員を増員して災害のおそれのある水防区域及び警戒区域の監視を厳重に行い、異常を発見

したときは直ちに水防管理者に報告し、その旨を関係機関に報告するものとする。 

    監視にあたり、注意すべき事項は次のとおりである。 

    ①裏のりの漏水または、飽水による亀裂及び崖崩れ 

    ②表のりでの水当たりの強い場所の亀裂及び崖崩れ 

    ③天端の亀裂又は沈下 

    ④堤防の越水状況 

    ⑤樋門の両そで又は底部よりの漏水ととびらの締まり具合 

    ⑥橋梁その他構造物と堤防との取り付け部分の異常 

    ⑦溜池等については上記のほか、次の事項について注意するものとする。 

      ア．取入口の閉塞状況 

      イ．流域の山崩れの状態 

      ウ．流水及び浮遊物の状況 

      エ．余水吐及び放水路付近の状況 

      オ．溜池の場合、上部溜池の状況 

      カ．樋管の漏水による亀裂及び崖崩れの状況 

 

１４．水 防 解 除 

   水防管理者は、水位がはん濫注意水位（警戒水位）以下に減じ、かつ危険が無くなったとき、又

は非常警戒の必要がなくなったと認めたときは、水防の警戒体制を解除し、これを一般に周知する

ものとする。 

 

１５．水防報告等 

 （１）水 防 報 告 

    水防管理者（町長）は、次に定める事態が発生したときは、速やかに檜山振興局長に報告する

ものとする。 

   ①消防機関を出動させたとき。 

   ②他の水防管理団体に応援を求めたとき。 

   ③その他報告の必要があると認める事態が生じたとき。 

 （２）水防活動実績報告 

    水防管理者は、水防が終結したときは、速やかに記録を整理するとともに、次に定める様式に

よる水防活動実績報告を翌月５日までに檜山振興局長に２部報告するものとする。 
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水防活動実績報告書 

自   年  月  日 

（市町村名      ）                      至   年  月  日 

区 分 
水 防 活 動 使用資機材 

備 考 
活動延人数 主要資材 その他資材 計 

水防管理団体分 
前 回 迄 

人 円 円 円  

月  分 

 

 

小計 

     

     

     

     

累  計      

（作成要領） 

 １ 「前回迄」欄は、前回報告分に係る「累計」欄の数及び金額を記入すること。 

 ２ 「主要資材」欄は、俵・かます・布袋類・たたみ・むしろ・なわ・竹・生木・丸太・くい・板類・鉄線・釘・かすが

い・蛇籠・置石及び土砂の使用額を記入すること。 

 ３ 「その他資材」欄は、主要資材以外の資材の使用額を記入すること。 

 

１６．公用負担等 

 （１）公 用 負 担 

    水防管理者又は消防機関の長が、水防のための緊急の必要があるときに水防法第２８条の規定に

より行使することができる公用負担に係る権限は次のとおりである。 

   ①必要な土地の一時使用 

   ②土砂・竹木その他の資材の使用又は収用 

   ③車両その他運搬具又は器具の使用 

   ④工作物その他障害物の処分 

 （２）損 失 補 償 

    水防管理団体は、公用負担の権限を行使することにより損失を受けた者に対し、時価によりそ

の損失を補償しなければならない。 

 

１７．水 防 訓 練 

   水防管理者は、消防機関の職員及び消防団員に対し、水防作業の技能を習得させるため、水防法

第３５条に定めるところにより毎年水防訓練を実施しなければならない。 

 

 

 

第３節 風 害 予 防 計 画 

 風により建築物・工作物・農作物・水産施設及び漁船等の災害予防に関する計画は、次に定めるところ

による。 

 

 



51 

 

１．予 防 対 策 

防災関係機関は、海岸線及び内陸部における風害を防ぐため、海岸防災林造成事業や防風林造成事

業等の治山事業を推進するとともに、農作物の時期別・作物別の予防措置及び対策を指導し、耕地防

風林の合理的な造成についても指導するものとする。 

また、学校や医療機関の応急対策上重要な施設の安全性の向上に配慮するとともに、家屋その他建

築物の倒壊等を防止するための緊急措置は、それぞれの施設管理者が行うものであるが、看板やアン

テナ等の固定など、強風による落下防止対策等の徹底を図るものとする。 

 

 

 

第４節 雪 害 予 防 計 画 

 異常降雪等により予想される大雪・暴風雪等の災害に対処するための除雪及び交通確保に関する計画

は、次に定めるところによる。 

 

１．除雪路線の実施負担 

  除雪路線は、特に交通確保が必要な主要路線について、次の区分により除雪を分担し実施する。 

  （１）国道の除雪は、北海道開発局函館開発建設部江差道路事務所が実施する。 

  （２）主要道道及び一般道道の除雪は、函館建設管理部江差出張所が実施する。 

  （３）町道の除雪は、町が実施する。その内容は次のとおりとする。 

     異常降雪により地域住民の交通に著しい支障がある場合は、速やかに除雪を実施するものと

する。昼夜交通を確保することを原則とするが、住家戸数及び交通量を勘案して除雪回数は最

低朝１回とする。路線の緊急順位は次のとおりとする。 

①国道・道道へ通ずる町道 

②避難場所へ通ずる町道 

     ③消防水利の存在する町道及び水利に通ずる町道 

     ④公共施設に通ずる町道 

     ⑤バス路線となっている町道 

     ⑥通学用道路となっている町道 

     ⑦交通量の多い町道及び産業道路として重要な町道 

 

２．雪害情報の連絡体制 

  雪害に関する情報や避難勧告・指示などが円滑に伝わるよう連絡系統を次のとおりとする。 

【雪害情報系統図】 

 函館開発建設部 
江差道路事務所 

     函館建設管理部 
江差出張所 

      

            

                    
                    
 江 差 町  

除雪委託業者 

 
江 差 町  

檜山広域行政組合
江差消防署 

      

        

                    
                    
 

江差警察署 
 江 差 町  

関 係 各 部 
江差町消防団 

      

        

                    
          

各関係機関 住   民 
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３．除雪機械等の整備点検 

   町長及び道路管理者は、除雪作業を迅速かつ効率的にするため、除雪機械の整備点検を行うとと

もに、関係機関及び資機材手持ち業者等とも十分な打ち合わせを行い、資機材の効率的な活用を図

るものとする。 

 

４．警 戒 体 制 

   各関係機関は、函館地方気象台が発表する特別警報・警報・注意報並びに情報等と現地情報を勘案

し、必要と認められる場合は、それぞれの定める警戒体制に入るものとする。 

 

５．積雪時における消防対策 

   町は、除雪計画路線のほか住宅密集地の道路について、常に消防車の運行に支障のないよう除雪

を行うものとする。消防水利については、江差消防署員及び消防団員により常に除雪を行い、消防

活動に支障のないように守るものとする。 

   また、積雪により消防車の出動が困難となる地域については、予防査察等を重点的に実施するも

のとする。 

 

６．雪害時の応急対策 

   積雪が甚だしく、交通が途絶している地区の住民に対しては、食糧供給・急患輸送・教育等の救援

対策を行う。 

 

７．通信・電力施設の雪害防止対策 

   東日本電信電話株式会社北海道事業部北海道南支店、北海道電力株式会社江差営業所は、雪害の

発生が予想されるときは着氷雪等による被害防止のため、それぞれ必要な警戒体制を整え、通信・

電力の確保に努めるものとする。 

 

８．孤立予想地域及び医療助産対策 

大雪時における孤立地域の食糧供給、急患医療救護対策については、町有除雪機械のほか、除雪

民間委託業者の協力を得る。  
９．雪害による人的被害対策 

雪害による人的被害の原因としては下記の要因があり、積雪時には広報等により住民の注意を

喚起するものとする。 

（１）雪崩により、家屋等が倒壊したことによるもの 

（２）雪崩に車両等が巻き込まれたことによるもの 

（３）屋根の雪おろし中、誤って転落したことによるもの 

（４）屋根雪等の落下によるもの 

（５）除排雪中に川等に転落したことによるもの 

（６）除雪して積み上げておいた雪が崩れたことによるもの 

（７）雪により、ビニールハウス等が倒壊したことによるもの 

（８）吹雪等により走行不能となった自動車内に閉じ込められ、一酸化炭素中毒症等になったもの、

あるいは凍死したもの 

（９）吹雪等により道路等の識別が困難になり、道に迷って凍死したもの、あるいは川等に転落した

ことによるもの 

（１０）除雪作業中、負傷あるいは死亡したもの（除雪機に巻き込まれたもの、除雪機が横転し下敷

きになったもの等を含む。） 
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１０．なだれ対策 

   各関係機関は、それぞれの業務所管区域内におけるなだれ発生予想箇所に、標示板による標示を

行うなどして、住民に周知するものとする。 

 

１１．排   雪 

   各道路管理者は、排雪に伴う雪捨場の設置に当たっては、特に次の事項に留意するものとする。 

（１）雪捨場は、交通に支障ない場所を選定することとし、やむを得ず道路側面等を利用する場合

は、車両の待避場を設けるなどして交通の妨げにならないよう配慮するものとする。 

   （２）河川等を利用して雪捨場を設置する場合は、河川管理者と十分協議することとし、河川の流

下能力確保に努め、溢水災害等の発生防止に十分配慮するものとする。 

 

 

 

第５節 融雪災害予防計画 

 融雪による出水・なだれ等の災害に対処するための予防対策及び応急対策に関する計画は、次に定め

るところによる。 

 

１．気象情報及び積雪状況の把握 

   融雪期において、函館地方気象台等関係機関と密接な連絡を取り、降積雪の状況を的確に把握す

るとともに、降雨や気温上昇等に留意しながら出水・なだれ等の予測に努めるものとする。 

 

２．水防区域等の警戒 

   出水等に備えは、「本章第２節 水害予防計画」に定める警戒・通報体制を取るものとし、なだれ・

積雪等により河道が著しく狭められ被害発生が予測される場所、又は流水等により橋梁の決壊を防

止するため、常に河道内及び側溝等の障害物の除去に努め流下能力の確保を図るものとする。 

 

 

３．河川内障害物の除去及び施設の整備点検 

   町及び河川管理者は、河川が融雪・結氷・捨雪及び塵芥等により河道が著しく狭められ、出水によ

る災害が予想される場合は、融雪出水前に河道内の除雪・結氷の破砕等障害物の除去に努めるとと

もに、樋門・樋管等河川管理施設の整備点検を行うものとする。 

   また、土地改良区も同様に水路等の施設の整備点検に努めるものとする。 

 

４．道路の除排雪 

   町及び道路管理者は、積雪・結氷・滞留水等により道路の交通が阻害されるおそれがあるときは、

道路の除排雪や結氷の破砕等を行うとともに道路側溝・排水溝の排水能力確保に努めるものとする。 

 

５．融雪災害時の応急対策 

   出水災害等が発生したときは、必要に応じ住民の避難等の応急対策を講ずるものとし、被害を未

然に防止又は被害の拡大を防ぐため、水量・流速・流域等の状況を考慮して可能な限り最も適切な水

防工法等を選択し作業を実施する。 
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６．水防資機材の整備・点検 

   町長及び河川管理者は、水防活動を迅速かつ効率的にするため、融雪出水前に水防資機材の整備

点検を行うとともに、関係機関及び資機材手持ち業者等とも十分な打ち合わせを行い、資機材の効

率的な活用を図るものとする。 

 

７．水防思想の普及徹底 

   町長及び河川管理者は、融雪出水に際し、住民の十分な協力が得られるよう、日頃から広報紙等

を通じ水防思想の普及徹底に努めるものとする。 

  
 

第６節 高波・高潮災害予防計画 

 高波・高潮による災害の未然防止と軽減のため、国・北海道と協力し漁港・護岸・防潮堤等を整備すると

ともに、危険区域の実態を把握し、予防措置を講じるよう検討し、監視警戒体制を確立するための計画

を定め、被害防止に努めるものとする。 

 

１．海 岸 保 全 

   海岸地域を高波・高潮から防護するために海岸施設を整備促進し、被害防止に努めるものとする。 

   また、漁港管理者は、波除堤・係留杭等の施設を点検し必要な整備を行うとともに、水路の確保・

係留の安全性等を随時点検し、利用に対し必要な指示又は指導を行う。 

 

２．船舶と漁港の管理 

   漁港内に係留する船舶の所有者及び管理者は、高波・高潮による船舶の流出防止に努める。 

 

３．監視警戒体制の確立 

   特別警報・警報・注意報並びに情報等を受信した場合は、ただちに海岸地域及び河川沿岸をパトロ

ールし、潮位・波高を監視するものとする。 

 

４．水防体制の確立 

   水防資機材の備蓄等所要の措置を講じ水防体制の確立を図るものとする。 

 

５．危険区域等の周知 

   本町は、高波・高潮・津波等の危険区域が８箇所指定されている。 

   危険区域について地域住民に情報提供するとともに、高波・高潮・津波等に関する情報の収集と伝

達、及び災害発生時の対応等について周知徹底を図る。 
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第７節 土砂災害予防計画 

 この計画は、地すべり・急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）等、土石流等の災害を予防するため、これらの

災害危険箇所の実態を把握し、危険区域の指定、災害対策事業の推進、避難体制の確立など土砂災害に

ついての総合的な対策を定めるものである。また、降雨等による土砂災害の危険性が高いと判断された

箇所について、治山・砂防等の事業による土砂災害対策を実施するとともに、関係機関や住民への周知、

及び適切な警戒避難体制の整備など総合的な土砂災害対策を推進するものとする。 

 

１．地すべり等対策 

   本町は、土砂災害防止法に伴う基礎調査の結果、「地すべり危険区域」が１箇所指定されている。 

   地すべり防止対策は、次のとおりとする。 

   （１）地すべりが予想される区域又は箇所について、系統的な調査を行い事前に把握する。 

   （２）危険区域箇所については、対策事業の実施に向けた防止区域の指定を要請する。 

   （３）土地所有者に対しては、災害を誘発するおそれのある次の行為を行わないように指導する。 

     ①のり切・切土・掘削又は盛土 

     ②土石の採取又は集積 

     ③その他災害を助長し誘発する行為 

 

２．急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）等対策 

   本町は、土砂災害防止法に伴う基礎調査の結果、「急傾斜地崩壊危険区域」が９０箇所指定されて

いる。急傾斜地崩壊等防止対策は、次のとおりとする。 

   （１）急傾斜地崩壊等に対処する治山工事等を推進する。 

   （２）急傾斜地崩壊等危険区域に関する資料を関係住民に提供するとともに、標示板等を設置して

周知徹底を図る。 

   （３）急傾斜地崩壊等危険地区周辺住民の警戒避難体制を確立する。 

   （４）急傾斜地崩壊等に関する情報の収集と伝達、日常の防災活動、地震及び降雨時の対応等につ

いて、地域住民に周知徹底を図る。 

 

３．土石流等対策 

   本町は、土砂災害防止法に伴う基礎調査の結果、「土石流危険渓流区域」が３７箇所指定されてい

る。土石流等防止対策は、次のとおりとする。 

（１）土石流等に対処する治山工事等を推進する。 

   （２）土石流等危険区域に関する資料を関係住民に提供するとともに、標示板等を設置して周知徹

底を図る。 

   （３）危険区域周辺住民の警戒避難体制を確立する。 

   （４）土石流等に関する情報の収集と伝達、日常の防災活動、地震及び降雨時の対応等について、

地域住民に周知徹底を図る。 

 

４．警戒・避難の基準及び指導 

 （１）警戒・避難基準 

    警戒・避難基準は、原則として降雨量等に基づいて設定するものとし、過去における土石流・地

震・大雨による被害、道路の状況、警戒避難のための基準雨量等を参考にしながら、次の場合は

町民が自発的に警戒・避難するように指示する。 
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   ①立木の裂ける音が聞こえる場合や、巨礫の流れる音が聞こえた場合 

   ②渓流の水が急に濁りだした場合や、流木等が混ざりはじめた場合 

   ③地震及び降雨が続いているのに水位が急激に減少しはじめた場合（上流で土砂崩壊があり、流

れをせき止められたおそれがある場合） 

   ④渓流付近の斜面崩壊が発生した場合及びその兆候があった場合 

 （２）避難勧告等の発令・判断及び伝達 

 ①避難勧告等の発令 

予報・警報及び避難命令は、迅速かつ正確に地域住民に伝達し、周知されるようにするほ

か、地域住民自ら異常気象時に的確に判断できるように指導する。 

 ②避難勧告等の判断 

    避難勧告等は、土砂災害に関する情報を収集したうえ、過去の土砂災害発生状況、土砂災

害の予兆現象、周辺地域での発生状況等を総合的に分析した上で判断するものとし、避難勧

告等の発令の判断基準は次のとおりとする。ただし、基準に該当しない場合であっても、現

地や気象の状況を総合的に勘案し、避難勧告等を発令するものとする。 

なお、地区住民が自ら予兆現象を確認したときは、町に報告するとともに、住民が自発的

に警戒避難するよう助言する。 

 ③避難勧告等の伝達 

避難勧告等の伝達方法は、「第５章第２節 災害広報計画」を基本とする。 

 

避難勧告等の発令判断基準 

区  分 
基     準 

（次のいずれかに該当した場合に発令する） 
対 象 区 域 

（土砂災害危険箇所内の住家等を基本とする）

避難準備・高齢
者等避難開始 

1 大雨警報（土砂災害）が発表され、人
的被害の発生する可能性が高まった状況
の場合 

北海道土砂災害警戒システムの判定メ
ッシュ情報（以下「メッシュ情報」という。）
で大雨警報（土砂災害）の発表基準を超過
した区域（赤及び橙） 

避難勧告 

1 土砂災害警戒情報が発表された場合 

メッシュ情報で土砂災害警戒情報の発
表基準を超過した区域及びその周辺の大
雨警報（土砂災害）の発表基準を超過した
区域（赤及びその周辺の橙） 

2 土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水
の濁り、渓流の水量の変化等）が発見さ
れた場合 

当該前兆現象が発見された箇所及びそ
の周辺の区域（土砂災害危険箇所以外の区
域で発見された場合を含む。） 

避難指示 
（緊急） 

1 土砂災害警戒情報が発表されており、
さらに記録的短時間大雨情報が発表され
た場合 

記録的短時間大雨情報が発表された地
域（発表文で確認。例：江差町○○付近）
及びその周辺の地域のうち、メッシュ情報
で土砂災害警戒情報の発表基準を超過し
た区域（赤） 

2 土砂災害が発生した場合 
当該土砂災害が発生した箇所及びその

周辺の区域（土砂災害危険箇所以外の区域
で発見された場合を含む。） 

※重要な情報については、気象情報等を発表した気象官署・砂防関係機関等との間で相互に情報交換する。 

※想定を超える規模の災害が発生することや、想定外の事象が発生することもあることから、関係機関と
の情報交換を密に行い、暴風域はどのあたりまで接近しているか、近隣で災害や前兆現象が発生してい
ないか等、広域的な状況把握に努める。 

※土砂災害の前兆現象等、巡視等により自ら収集する現地情報、レーダ観測でとらえた強い雨の地域、避
難行動の難易度（夜間や暴風の中での避難）等、必ずしも数値等で明確にできないものも考慮し、総合
的に判断を行う。 
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 （３）避 難 方 法 

    避難方法については、土石流危険渓流に直角の方向に避難する等安全な方法を地域住民に周知

徹底するよう指導する。 

 （４）避 難 場 所 

   （１）土石流・がけ崩れ・地すべり等によって被害を受けるおそれのない場所であること。 

   （２）保全対象人家からできる限り近距離であること。 

 

５．警戒避難体制の整備 

   地すべり、急傾斜地崩壊（がけ崩れ）等、土石流等の災害危険区域では、別表１のとおり警戒避

難基準雨量表に基づき、警戒避難体制の基準を定める。 

 （１）情報の収集及び伝達 

    危険区域の状況等応急対策に必要な情報の収集及び伝達は、「第５章第１節 災害情報通信計画」

及び「第５章第２節 災害広報計画」の定めるところにより、迅速かつ的確に行うものとする。 

    特に、高齢者等の特に防災上の配慮を要する避難行動要支援者が利用する施設に対しては、当

該施設の利用者の円滑な避難が行われるよう、土砂災害に関する情報等を当該施設管理者等に適

切な方法によって伝達するものとする。 

 （２）警戒巡視員による危険地区の巡視及び警戒 

    ①町長は、危険地域毎に警戒巡視員を定め、降雨気象警報発令中又は必要に応じて当該危険地

区を巡視することを命じ、必要事項を報告させるものとする。なお、警戒巡視員は本部事務

局の中から町長が任命する。 

    ②警戒巡視員は、危険地区の巡視を行いその警戒に当たるものとし、表層・地表水・湧水・亀裂・

樹木等の傾倒など必要事項について報告するものとする。 

 

別表１【警戒避難基準雨量表】 

警戒体制の 
区   分 

地 区 名 降雨の状況 配 備 体 制 措 置 基 準 

第１警戒体制 指定区域全域 

１．前日までの連続雨量が１００㎜
以上で当日の日雨量が５０㎜を
越えたとき。 

 
２．前日までの連続雨量が４０～

１００㎜で当日の日雨量が８０㎜
を越えたとき。 

 
３．前日までの降雨がない場合で

当日の日雨量が１００㎜を越え
たとき。 

「第３章第１節
組織計画」に定
める第一非常配
備による。 

（１）危険区域の
巡視及び警戒

 
（２）住民広報 

第２警戒体制 指定区域全域 

１．前日までの連続雨量が１００㎜
以上で当日の日雨量が５０㎜を
超え時雨量３０㎜の強雨が降り
はじめたとき。 

 
２．前日までの連続雨量が４０～

１００㎜で当日の日雨量が８０㎜
を超え時雨量が３０㎜の強雨が
降りはじめたとき。 

 
３．前日までの降雨がない場合で

当日の日雨量が１００㎜を超え
時雨量３０㎜の強雨が降りはじ
めたとき。 

「第３章第１節
組織計画」に定
める第二非常配
備による。 

（１）住民の避難
準備 
 

（２）警    告
（災対法第５６

条による）
 

（３）避難の指示
（災対法第６０

条による）
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６．土砂災害警戒区域等対策 

   本町は、土砂災害警戒区域が円山地区に１箇所指定されている。土砂災害警戒区域等の対策は、

次のとおりとする。 

 （１）土砂災害に関する情報の収集及び伝達 

   ①土砂災害警戒区域等の周知 

      土砂災害警戒区域等の指定があったときは、指定区域の図書を縦覧するとともに、指定区

域内の住民周知を図る。なお、伝達系統図は次のとおりとする。 

【土砂災害警戒情報伝達系統図】 

 

   ②土砂災害ハザードマップの作成・配布 

      区域の指定があったときは、土砂災害警戒区域等及び避難場所・避難等を記したハザード

マップを作成し、地域住民に配布する。 

   ③警戒・避難に関する情報の収集及び伝達 

      気象庁・北海道・防災情報提供機関及び報道機関が提供する気象、降雨や警戒避難に関する

情報を電話・インターネット・テレビ・ラジオ等により収集する。また、これらの情報の収集

方法及び土砂災害の予兆現象の把握方法について、住民に周知する。 

 （２）避難・救助 

   ①避難路及び避難場所 

      避難路及び避難場所は、ハザードマップに示すとおりとする。 

   ②避難の方法及び救助 

      住民の避難誘導にあたっては、「第５章第４節 避難対策計画」に基づき、関係機関との連

携により行うものとし、この際、避難行動要支援者にも十分配慮する。（「第４章第１２節 避

難行動要支援者対策計画」参照） 

   ③自主防災組織 

      自主防災組織は、「第４章第１３節 自主防災組織の育成等に関する計画」に基づき、育成・

強化を図る。 

 （３）土砂災害特別警戒区域における特記事項 

    道と連携して住宅宅地分譲地・社会福祉施設等のための開発行為に関する許可、建築基準法に

基づく建築物の構造規制、土砂災害時に著しい損壊が生じるおそれがある建築物等の所有者に対

し、移転等の勧告の措置を行う。 

 

 

 

          
函館開発建設部 

      
                
                    
 

函館地方気象台 
 北海道警察 

函館方面本部 

      

        

                    
     共同発表  陸上自衛隊 

第２８普通科連隊 
江 差 町 

 
住   民 

・ 
避難行動要支援者
関 連 施 設

           

 渡島総合振興局 
（函館建設管理部） 

      

  檜山振興局 
地域政策課 

 

           
                    
          

ＮＨＫ函館放送局
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第８節 建築物災害予防計画 

 風水害・地震・火災等の災害から、建築物を防御するための必要な措置を本計画に定める。 

 

１．公共建造物 

   町が所管する主な施設は、防災活動上重要な拠点となることを考慮して、その施設の管理者が点

検・整備に努めるものとする。特に、地震対策の強化として新耐震基準制定（昭和５６年）以前の公

共建築物のうち、災害時の防災拠点施設（役場庁舎・消防庁舎等）、避難所施設（学校校舎・体育館・

集会所等）や入所施設（病院・社会福祉施設等）となる建築物については、計画的に耐震診断を実

施し、建替・改修・補強等による耐震性能の強化に努めるものとする。 

 

２．一般の建造物 

（１）市街地の大火災を防止するため、都市計画法及び建築基準法等により準防火地域を指定し、町

内の商業地域並びに近隣商業地域を中心に耐火・簡易耐火・防火構造など耐火・不燃化を推進し、

建築物の災害予防に努めるものとする。 

（２）学校・病院・旅館等多数の人々が滞在する建築物や集会場・スーパー等多数の人々が集まる建築

物並びに工場、危険物の貯蔵施設等火災の危険性高い建築物などを総称して特殊建築物と呼ぶ

が、これらの特殊建築物については、建築基準法及び消防法に従い、定期報告制度及び維持保

全計画の作成等、その徹底を図り、維持保全に努めるものとする。また、エレベーター等の昇

降機についても、耐震性能の改善に努めるものとする。 

（３）防災診断及び各種融資制度の周知により、防災改修の促進を図るものとする。特に地震対策と

して、防災上重要な既存建築物の耐震構造設計に基づいた設計を行うように指導し、耐震建築

物の促進を図る。 

（４）積雪期における建築物の倒壊防止及び屋根からの落雪による事故防止のため、除雪前の建築物

の点検、適時の雪下ろし指導等を実施するものとする。 

（５）地震時のブロック塀等倒壊による人身事故を防止するため、通学路や避難路及び人通りの多い

道路等に面する既存ブロック塀等の実態調査を行い、危険箇所の把握に努めるとともに改善指

導に努めるものとする。また、ブロック塀等を新設又は改修しようとする設置者や関係業者に

対しては、建築基準法施行令における技術基準の遵守を指導するものとする。 

（６）自動販売機の倒壊防止や車道への滑り出しを防止するため、設置者には日本工業規格の「自動

販売機の据え付け基準」の遵守を指導するものとする。 

 

３．災害危険区域等調査の実施 

   消防機関は、町内の建造物について次の調査を行い、消防法に抵触し、かつ火災防御上警防計画

をたてておく必要があると認める場合、消防署長は災害危険区域等の指定を行うものとする。 

  （１）危険物製造所等の所在地 

  （２）高圧ガス・ＬＰガス貯蔵施設の所在地 

  （３）火薬類・放射性物資等の貯蔵施設の所在地 

  （４）木造建築物密集箇所及び大規模な特殊建物 

  （５）浸水被害危険予想箇所 

  （６）その他警防上必要と認められた地域 
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４．災害危険区域及び特殊建築物の指定 

 （１）危険区域の指定要件と設定 

   ①道路による区画内の木造建物が密集し、予想焼失面積が拡大される地域。 

   ②火災防御上警防計画をたてておく必要があると消防署長が認めた場合。本町では、商工店や飲

食店が密集した市街地の商店街を危険区域に設定し、火災発生時の消火活動として水利選定か

ら延焼拡大防止の防御線の選定、さらに人命救助及び避難誘導対策などを網羅した警防計画を

立てている。 

 （２）特殊建物の指定要件と設定 

   ①延べ面積が３，０００平方メートル以上、階数４以上の対象物 

   ②その他警防上地域の特殊性を考慮し、署長が必要と認めるもの。 

      ※防火対象物の状況は次のとおり 

（平成２９年４月１日現在） 

防火対象物区分 

法
十
七
条
で 

指
定
す
る
も
の

（
消
防
設
備
） 

法
八
条
で
指
定

す
る
も
の 

（
防
火
管
理
者
選
任
）

法
八
条
の
二
の

二
で
指
定
す
る

も
の 

（
防
火
対
象
物
）

防
火
管
理
者 

選
任
状
況

消
防
計
画 

届
出
状
況

（１） 
イ 劇場・映画館   １   １   １   １   １ 

ロ 公会堂・集会場  １９  １９   ５  １９  １９ 

（２） ロ 遊技場・ダンスホール等   １   １   ０   １   １ 

（３） ロ 飲食店  １０  １０   ０   ９   ９ 

（４）   百貨店・店舗等  ２２  １７   ６  １５  １５ 

（５） 
イ 旅館・ホテル等  １０  ９   １   ９   ９ 

ロ 共同住宅・寄宿舎等  ９８  １１    ６   ６ 

（６） 

イ（１） 病院・診療所等   ２   ２   １   ２   ２ 

イ（３） 病院・診療所等   １   １   ０   １   １ 

イ（４） 病院・診療所等   ２   ０   ０   ０   ０ 

ロ（１） 老人短期入所施設等（高齢者）   ４   ４   ０   ４   ４ 

ロ（５） 障害者支援施設等（障がい者）   ３   ３   ０   ３   ３ 

ハ（１） 老人デイサービスセンター等（高齢者）   ４   ３   ０   ３   ３ 

ハ（３） 助産施設・保育所等（児童）   ４   ３   ０   ３   ３ 

ハ（５） 障害者支援施設等（障がい者）  ３２   ４   ０   ４   ４ 

ニ 幼稚園・特別支援学校   １   １   ０   １   １ 

（７）   小・中・高・大学校等   ６   ６    ６   ６ 

（８）   図書館・博物館等   １   １    １   １ 

（９） ロ 一般公衆浴場   ３   ０    ０   ０ 

（１０）   車両停車場、船舶・航空機の発着場   １   １    １   １ 

（１１）   神社・寺院・教会等  １５  １２    ７   ７ 

（１２） イ 工場・作業所  ３６   ０    ０   ０ 

（１３） イ 自動車車庫・駐車場  １１   ０    ０   ０ 

（１４）   倉庫  ３５   ０    ０   ０ 

（１５）   事業所・官公署等  ４３  １９   １７  １７ 

（１６） 
イ 複合用途（特定用途を有する）  １９  １４   ３  １２  １２ 

ロ 複合用途（特定用途を有しない）   ９   １    １   １ 

（１７）   重要文化財建造物   ４   ３    ３   ３ 

計 ３９７ １４６ １７ １２９ １２９ 
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５．がけ地に近接する建築物の防火対策 

      がけ崩壊等で危険を及ぼすおそれのある地域においては、建築制限を行うとともに、既存の危険

住宅については、がけ地近接住宅移転事業制度を活用し、安全な場所への移転促進を図るものとす

る。 

 

 

 

第９節 消 防 計 画 

 消防の任務は、その施設及び人員を活用して地域住民の生命、身体及び財産を火災から保護するとと

もに水火災又は地震等の災害を防除し、その被害を軽減することにある。このような任務が十分に行わ

れるために実施すべき事項は、本計画及び檜山広域行政組合江差消防署において具体的な消防計画を定

めるものとする。 

 

１．消 防 体 制 

 （１）消防組織 

    消防機関の組織及び消防団の配置は、次のとおりである。 

 

【消防機関組織機構図】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             
庶 務 係 

    
                 
             

管 理 係 
    

                 
             

警 防 係 
    

 
檜山広域行政組合 

  
江差消防署 

    
   

救 急 係 
    

                 
             

予 防 係 
    

                 
             

危険物係 
    

                 
                  
             

第１分団 
    

                 
             

第２分団 
    

                 
             

第３分団 
    

                 
          

江差町消防団 第４分団 
    

              
             

第５分団 
    

                 
             

第６分団 
    

                 
             

第７分団 
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 （２）火災予防対策 

   ①消防力の強化推進 

     ア．消防職員及び消防団員の人員確保に努める。 

     イ．消防施設・消防機械及び消防資器材の整備充実に努める。 

     ウ．消防水利の整備を推進する。特に、老朽木造家屋等が密集した火災発生の危険度の高い

地区については、重点的に整備するよう努める。なお、防火水槽の設置にあたっては、

地震に備え耐震性の構造とする。 

   ②火災予防の指導強化 

      消防機関は、町防災担当者との連携のもとに、町内会等の自主防災組織及び消防協力団体、

防火対象物の所有者・管理者・防火管理者・危険物取扱所等の所有者・管理者・危険物取扱者を

対象に、次の内容からなる指導計画を定め、適宜に講習会・座談会等開催の機会を設け防火

思想の普及・啓発の実施とともに、火災予防の指導周知を図るものとする。 

     １）町内会等の自主防災組織及び一般住民への指導内容 

       ア．燃焼消火の理論と消火器等の取扱い方法の指導 

       イ．予防知識の普及と家庭における具体的予防対策の指導 

       ウ．災害時における心構えと避難対策を指導し、避難場所の周知徹底をはかる 

       エ．高齢者や障がい者等の避難行動要支援者への避難介護の指導 

     ２）防火対象物の所有者・管理者・防火管理者への指導内容 

       ア．消火器等の消防設備の管理点検の方法についての講習指導 

       イ．事業所等における自衛消防組織の編成及び消火訓練等の指導 

       ウ．避難対策及び避難訓練等の指導 

     ３）危険物取扱所等の所有者・管理者・危険物取扱者等への指導内容 

       ア．危険物施設の維持管理体制の指導 

       イ．危険物取扱いの指導 

       ウ．危険物安全協会の事業に対する支援指導 

   ③火災予防査察 

      病院・店舗・工場等の公衆の出入り、又は多数の人が勤務する建物及び一般家庭からの火災

を未然に防止するため、消防機関による火災予防査察を実施するものとする。 

   ④広 報 活 動 

     ア．広報紙及びパンフレット等を発行し、火災予防の広報活動を実施する。 

     イ．防火思想の普及啓発を図るため、春・秋の全道火災予防運動に合わせた防火資料の配布

など広報活動を実施する。 

   ⑤防火管理者制度の徹底指導 

      消防法第８条に基づき、学校・病院・工場・旅館・スーパー等特殊建築物では防火管理者を定

め、これら防火対象物における消防計画の作成、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難

訓練の実施、消防用設備等の点検及び整備、火気の使用又は取扱いの監督等防火管理上必要

な業務の徹底について指導する。 

 

 （３）火 災 警 報 

   ①火災警報の発令及び解除 

      檜山広域行政組合は、消防法に定める火災に関する気象通報を受けた場合のほか、火災発

生及び延焼拡大の危険が認められる次の各号に該当するときは、火災警報を発令し該当しな

くなったときはこれを解除する。 
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     ア．実効湿度６８％以下、最低湿度４２％以下で、風速１０m/s 以上となったとき又はその見込

みのとき。 

     イ．最大風速１５m/s 以上の風が連続して吹くとき又はその見込みのとき。 

   ②火災警報の伝達及び住民広報 

      火災警報が発令された場合には、消防署長は檜山広域行政組合火災予防条例第２９条に定め

る「火災に関する警報の発令中における火の使用の制限」により、住民に対し檜山広域行政

組合警防規程第１２条に基づき、次に定める必要な措置を講ずるものとする。 

     ア．関係機関に対する協力要請 

     イ．警防装備・積載資機材の点検及び増強 

     ウ．住民に対する広報・警戒の呼び掛け 

     エ．その他必要な事項 

（４）消防の対応力の強化 

    大規模・特殊災害など、複雑多様化・高度化する消防業務に対応できる体制を確立するため、「北

海道消防広域化基本計画」を踏まえながら、消防の対応力強化に向けて消防業務の高度化に努め

る。 

 

２．消防力の整備 

   消防活動の万全を期するため、消防力の整備指針を参考に、実態に即応する消防施設並びに人員

の整備充実を図るとともに、常にこれを有効に使用できるよう維持管理の適正化を図る。 

 

 【消防署員】                           （平成２９年４月１日現在） 

区分 司令長 司 令 司令補 士 長 副士長 消防士 計 

定員       ２３ 

実員 ０ ４ ６ ５ １ ６ ２２ 

 

 【消防団員】                           （平成２９年４月１日現在） 

区 分 団 長 副団長 分団長 副分団長 部 長 班 長 団 員 計 

団 本 部 １ ２   ３   ６ 

第１分団   １ １ ２ ３ １１ １８ 

第２分団   １ １ ２ ２ １１ １７ 

第３分団   １ １ １ ３ １４ ２０ 

第４分団   １ １ ２ ３  ９ １６ 

第５分団   １ １ ２ ３ １３ ２０ 

第６分団   １ １ ２ ３ １２ １９ 

第７分団   １ １ ２ ３ １２ １９ 

計 １ ２ ７ ７ １６ ２０ ８２ １３５ 
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現有消防車両一覧 

                              （平成２９年４月１日現在） 

配置地域 所  管 車両種別 配置年月日 

愛 宕 ⇒ 椴 川 

消 防 署 

大型タンク車 平成 ５年１２月 

高規格救急車 平成２７年１１月 

高規格救急車 平成１０年 ２月 

司 令 車 平成１３年 ６月 

第１分団 大型タンク車 平成２０年１１月 

第２分団 普通ポンプ車 昭和６０年１０月 

第３分団 輸 送 車 平成 ５年１１月 

第４分団 普通ポンプ車 平成１１年 ９月 

大 澗 ⇒ 伏木戸 第５分団 普通ポンプ車 昭和５９年１１月 

中 網 ⇒ 鰔 川 第６分団 普通ポンプ車 平成 ９年１０月 

水 堀 ⇒ 五厘沢 第７分団 大型タンク車 平成１４年 ２月 
 
 
 
 
 

消 防 水 利 

単位：基                              （平成２９年４月１日現在） 

区 別 合 計 

消火栓 防火水槽 

公 設 私 設 
公 設 私 設 

４０㎥以上 ４０㎥未満 ４０㎥以上 ４０㎥未満

準 市 街 地 １５９ １１９ ８ ２０ ６ ６ ０ 

その他の地域  ５０  ３６ ０ １３ １ ０ ０ 

合  計 ２０９ １５５ ８ ３３ ７ ６ ０ 

 

 
準市街地 消 火 栓 防火水槽 その他の地域 消 火 栓 防火水槽 

豊 川 町 １１ （１） 椴 川 町 １  

新 栄 町  ５  大 澗 町 ２  

愛 宕 町  ３ １ 水 堀 町 ８ ４ 

中 歌 町  ９ ２ 五厘沢町 ２ １ 

姥 神 町  ７ １ 越 前 町 ５ ２ 

津 花 町  ３  中 網 町 ３ １ 

茂 尻 町  ８ １ 小黒部町 ５ ２ 

橋 本 町  ３ １ 朝 日 町 ４ ２ 

上 野 町  １ ２ 鰔 川 町 ６ ２ 

本  町  ６ １    

新 地 町  ３ ２    

緑  丘  １ １    

円  山  ５ ３    

陣 屋 町  ８ ２    

海 岸 町  ２     

南 浜 町  ６ ２    

柏 町  ３ ２    

南 が 丘 １２（２） １（１）    

砂  川  １（２）     

泊  町 ３（１）     

尾 山 町 ４     

田 沢 町 ４     

伏木戸町 ４ ３（４）    

柳 崎 町 ７（３） １    

計 １１９（８) ２６（６） 計 ３６ １４ 

（ ）は私設消火栓と私設防火水槽 
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３．消防職員及び消防団員の教育訓練 

   消防職員及び消防団員に対し、資質の向上、体力の練成と第一線防災活動の充実強化を図るため、

消防学校及び現地において「消防学校における教育訓練の基準」等に基づく教育訓練を実施する。 

 

４．広域消防応援体制 

   消防機関は、大規模な火災など単独では十分な災害応急対策を実施できない場合に備え、相互に

応援できる体制を整備するとともに、災害発生時においては、必要に応じ「北海道広域消防相互応

援協定」に基づき他の消防機関に応援を要請するものとする。 

 

 

 

第１０節 食料等の調達・確保及び防災資機材等の整備 

 町は、災害時における住民の生活を確保するため、食料・飲料水等の確保に努めるとともに、災害発

生時における応急対策活動を円滑に行うため、防災資機材等の整備に努める。 

 

１．食料等の確保・供給 

（１）町は、あらかじめ食料関係機関及び保有業者と食料調達に関する協定を締結するなど、食料・飲

料水・燃料及び毛布等生活必需品等の備蓄・調達体制を整備し、災害時における食料その他の物資

の確保に努める。 

（２）町は、防災週間や防災関係行事等を通じ、住民に対し２～３日分の食料及び飲料水・携帯トイレ・

トイレットペーパー等の備蓄に努めるよう啓発を行う。 

 

２．防災資機材等の整備 

   町は、災害時に必要とされる資機材の整備充実を図るとともに、積雪・寒冷期において発生した

場合の対策として、暖房器具等の整備に努める。 

 

３．防災備蓄センターの整備 

  町は、防災備蓄センターの整備に努める。 
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第１１節 避難体制整備計画 

 風水害・地震等による災害が発生した場合に、住民を安全に避難させるために平常時から安全な避難

場所等を選定し、これを地区住民に周知徹底させるとともに、避難勧告等の伝達体制を確立し、的確に

避難させるため、本計画を定める。 

 また、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞り込む

とともに、役割を分担するなど庁内をあげた体制の構築に努めるものとする。 

 

１．避難場所・避難所 

   避難場所及び避難誘導等については、本計画で具体的に定めるとともに継続的にその見直しを行

い、住民に対する周知徹底と指示伝達体制の確立に努める。特に水害や地震等による災害に対して

は、道路・橋梁のき損による交通の途絶が想定されるため、避難場所の変更に柔軟に対応できるよ

う自主防災組織等を活用し、災害地の被害状況の迅速な把握に努めるものとする。 

   災害による家屋の倒壊・焼失等により住居を喪失したものを収容するための避難所を予め選定・

確保し、整備を図るものとする。 

   本町における避難場所等は次のとおりである。 

 

 

指定緊急避難場所・指定避難所・福祉避難所一覧 

 

（１）指定緊急避難場所 

災害が差し迫った状況や発災時において、緊急的に避難し、身の安全を確保することができる公

園・グラウンド等をいう。 

地区別 施設の名称 所在地 
標高 

（ｍ） 

災害種別ごと適否 

洪水 土砂 地震 津波

朝日地区 

旧朝日小中学校グラウンド 朝日町９６  ７．９ ○ ○ ○ ○ 

逆 川 公 園 鰔川町１２１６ ２５．３ ○ ○ ○ ○ 

大円寺境内（避難所等施設利用協定）  小黒部町１９１  ７．７ × ○ ○ ○ 

水堀地区 

江差北小中学校グラウンド 水堀町１４７  ４．５ ○ ○ ○ ○ 

水堀コミュニティセンター前 水堀町２８  ５．４ ○ ○ ○ × 

江差町パークゴルフ場 柳崎町９７９先  ４．２ × ○ ○ ×

江差高等学校グラウンド 伏木戸町４８１ ４６．６ ○ ○ ○ ○ 

日明地区 
旧日明小中学校グラウンド 田沢町４１９  ４．５ ○ × ○ × 

観音寺境内（避難所等施設利用協定） 泊町３６９ ２３．６ ○ × ○ ○ 

市街地 

愛宕神社境内 愛宕町 ５７．０ ○ ○ ○ ○ 

稲荷神社境内 新栄町３４７ １３．０ ○ × ○ ○ 

旧江差南高等学校グラウンド 豊川町６２-２  ９．５ ○ ○ ○ ○ 

えぞだて公園 豊川町５６-４  ９．５ ○ × ○ ○ 
真宗大谷派江差別院境内 

（避難所等施設利用協定）
中歌町１６９ ２３．２ ○ × ○ ○ 

江差町役場駐車場 中歌町１９３-１  ３．５ ○ ○ ○ × 
浄土真宗本願寺派本願寺江差別
院境内   （避難所等施設利用協定）

本町２１２ ３８．４ ○ × ○ ○ 

江差小学校グラウンド 本町１７０ ３８．４ ○ × ○ ○ 

法華寺境内（避難所等施設利用協定）  本町７１ ３１．７ ○ ○ ○ ○ 

正覚院境内（避難所等施設利用協定）  本町２７１ ６４．７ ○ × ○ ○ 

松の岱グラウンド 緑丘１９７ ６７．３ ○ ○ ○ ○ 

阿弥陀寺境内（避難所等施設利用協定） 緑丘４６ ３５．４ ○ ○ ○ ○ 

江差町文化会館駐車場 茂尻町７１ １７．０ ○ ○ ○ ○ 

茂尻児童公園 茂尻町１６０-３ １６．３ ○ ○ ○ ○ 

江差中学校グラウンド 陣屋町５０６ ２４．４ ○ ○ ○ ○ 

五勝手・椴川 
地区 

南が丘小学校グラウンド 南浜町３７０ ２７．５ ○ × ○ ○ 

江差町運動公園 砂川２２５先  ７．７ ○ ○ ○ ○ 
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（２）指定避難所 

被害を受けた者又は被害を受ける恐れのある者を一定期間収容し滞在させる学校・公民館等をいう。 
 

地区別 施設の名称 所在地 構 造
収容可

能人員

標高 

（ｍ）

災害種別ごと適否 

洪水 土砂 地震 津波

朝日地区 

鰔川寿の家 鰔川町４０８ 木 造 ２４０ １３．１ ○ × × ○ 

朝日児童館 朝日町８３ 木 造 ２６０  ７．０ ○ × × ○ 

朝日町民体育館 朝日町９６ 木 造 １５０  ７．９ ○ ○ ○ ○ 

小黒部寿の家 小黒部町１６１ 木 造 ２５０  ７．７ × ○ × ○ 
大 円 寺 

（避難所等施設利用協定） 
小黒部町１９１ 木 造 ７０  ７．７ × ○ ○ ○ 

中網老人憩いの家 中網町１３０-２ 木 造 ２７０  ６．２ × ○ ○ ○ 

水堀地区 

五厘沢集会所 五厘沢町７１-３ 木 造 ５０ １５．２ ○ ○ × × 

越前寿の家 越前町２０３ 木 造 ７０  ４．６ × ○ × ○ 

水堀保育園 水堀町１３８ 木 造 １００  ４．５ ○ ○ × ○ 

江差北小中学校 水堀町１４７ 非木造 ５３０  ４．７ ○ ○ ○ ○ 

水堀コミュニティセンター 水堀町２８ 非木造 ７００  ５．４ ○ ○ × × 

柳崎児童館 柳崎町２７９ 木 造 ２７０ １１．７ ○ ○ × ○ 

江差高等学校 伏木戸町４８１ 非木造 ５００ ４６．６ ○ ○ ○ ○ 

日明地区 

伏木戸寿の家 伏木戸町６４３ 木 造 ２６０  ７．５ ○ ○ ○ × 

田沢憩いの家 田沢町４１９ 木 造 ２６０  ４．５ × ○ ○ × 

ぬくもり保養センター 尾山町１２６ 木 造 ４０ １０．３ ○ × × ○ 

日明保育園 尾山町１２６ 木 造 １００ １０．３ ○ × × ○ 

泊 生 活 館 泊町１０６ 木 造 ２８０  ３．３ × ○ × × 
観 音 寺 

（避難所等施設利用協定） 
泊町３６９ 木 造 ５０ ２３．６ ○ × ○ ○ 

大澗寿の家 大澗町２５３ 木 造 ５０ １５．９ ○ × ○ ○ 

市街地 

江差町老人福祉センター 新栄町２６４-１ 木 造 ２５０  ７．６ × × ○ × 

豊川会館（旧とよかわ保育園） 豊川町５６-３ 木 造 １００  ９．５ ○ × ○ ○ 
真宗大谷派江差別院 

（避難所等施設利用協定） 
中歌町１６９ 木 造 ２６０ ２３．２ ○ × ○ ○ 

江差町役場 中歌町１９３-１ 非木造 １，０００  ３．５ ○ ○ ○ × 

江差追分会館 中歌町１９３ 非木造 ６００  ３．５ ○ ○ ○ × 

江差町会所会館 中歌町７６-１ 木 造 ９０  ７．６ ○ × ○ ○ 

江差町漁村センター 姥神町１５７ 非木造 ７７０  ２．３ ○ ○ × × 
浄土真宗本願寺派本願
寺江差別院 

（避難所等施設利用協定） 
本町２１２ 木 造 ６０ ３８．４ ○ × ○ ○ 

江差小学校 本町１７０ 非木造 ３１０ ３４．２ ○ ○ ○ ○ 
法 華 寺 

（避難所等施設利用協定） 
本町７１ 木 造 ２１０ ３１．７ ○ ○ ○ ○ 

正 覚 院 
（避難所等施設利用協定） 

本町２７１ 木 造 ７０ ６４．７ ○ × ○ ○ 

対 鴎 館 上野町４６ 木 造 ２９０ ３０．９ ○ × × ○ 
翔 天 閣 

（避難所等施設利用協定） 
橋本町４３ 非木造 ７００ ３１．０ ○ ○ ○ ○ 

緑丘福祉の家 緑丘３-３ 木 造 １８０ ３１．０ ○ × ○ ○ 

阿 弥 陀 寺 
（避難所等施設利用協定） 

緑丘４６ 木 造 ６０ ３５．４ ○ × ○ ○ 

消防コミュニティセンター 茂尻町９６ 非木造 ２１０ １７．０ ○ ○ ○ ○ 

江差町文化会館 茂尻町７１ 非木造 ８００ １７．０ ○ ○ ○ ○ 

在宅型総合福祉施設まるやま 円山２９９-６３ 非木造 ４２０ ２５．５ ○ ○ ○ ○ 

生きがい交流センター 円山３１３-１４ 木 造 ８０ ２５．５ ○ ○ ○ ○ 

かもめ保育園 円山３１３-２０ 木 造 ７０ ２１．９ ○ ○ ○ ○ 

江差中学校 陣屋町５０６ 非木造 ３８０ ２５．１ ○ ○ ○ ○ 

陣屋ふれあいセンター 陣屋町１２９-２７ 木 造 ２００ ３０．９ ○ ○ ○ ○ 

南が丘ふれあいセンター 南が丘７-２９７ 非木造 ４８０ ４７．４ ○ ○ ○ ○ 

五勝手・椴川 

地区 

南が丘小学校 南浜町３７０ 木 造 ８００ ２７．５ ○ × ○ ○ 

五勝手生活館 南浜町１４５-１ 木 造 ４１０  ５．６ ○ ○ × × 

柏町母と子の家 柏町７ 木 造 ４０ １３．３ ○ ○ ○ ○ 

砂川浄水場 砂川１７６ 非木造 ４０ ５１．０ ○ ○ ○ ○ 

下水道管理センター 砂川４１１-６ 非木造 ６０ １１．７ ○ ○ ○ ○ 

椴川担い手センター 椴川町２４３-３ 木 造 ２４０  ５．４ × ○ ○ × 
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（３）福祉避難所 

施設の名称 所在地 構 造
収容可能

人員 

標高 

（ｍ）

災害種別ごと適否 

洪水 土砂 地震 津波

特別養護老人ホーム えさし荘 柳崎町７８-２ 非木造 １６０ ３４．０ ○ ○ ○ ○ 
 

（注）指定緊急避難場所・指定避難所・福祉避難所の災害種別ごとの適否については、次の情報により区分した。 

（１）収容可能人員：防火対象物台帳に基づく。 

（２）洪水：厚沢部川の洪水浸水想定区域に基づく外、他の河川の状況による。 

（３）土砂：北海道が指定する土砂災害危険箇所（急傾斜・土石流）に基づく。 

（４）地震：新耐震・診断済・改修済等による耐震性に基づく。 

（５）津波：北海道が作成した津波浸水予測図（平成２９年２月作成）に基づく。 

 

２．避難場所・避難所の設定 

 （１）避難場所（緊急避難場所・一時避難場所を含む） 

震災等による家屋の倒壊や火災延焼拡大等、緊急事態が発生した場合に一時的に避難するため

の最寄りの公園・広場及び学校グラウンド等とし、原則として給食等は行わない。 

なお、観光客や周辺市町村からの避難者を収容する必要があるなど、相当規模の面積が必要な

場合は、本部長は、必要に応じ他の避難場所を指定することができる。 

 （２）避難所（収容避難所を含む） 

大雨・洪水等による家屋の浸水や流失、あるいは震災・大火災等による住居の喪失等の場合に避

難者を収容するための施設で、本部長が指定したものとする。 

 （３）福祉避難所 

    老人福祉施設等を活用し、一般の避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者が、

避難所での生活において特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活で

きる体制を整備し、次の基準に適合する福祉避難所を指定する。 

   ①要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

②災害が発生した場合において要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることができる

体制が整備されること。 

③災害が発生した場合において、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り

確保されること。 

 

３．避難場所・避難所が災害にあった場合の選定 

指定されている避難場所・避難所が、災害により使用不能な場合又は指定の見直しを図る場合は、

次の点に留意して選定する。 

（１）避難場所の選定要件 

①火災から避難を考え、公園・緑地・グラウンド（校庭を含む。）、公共空地など空間を十分確保で

きること。 

②がけ崩れや浸水などの危険のないこと。 

③付近に危険物保管場所等が設置されていないこと。 

（２）避難所の選定要件 

①救援・救護活動を実施することが可能な地域であること。 

②津波・浸水等の被害のおそれがないこと。 

③給水・給食等の救助活動が可能であること。 

④地割れ・がけ崩れ等が予想されてない地盤地質の地域であること。 

⑤耐震構造で倒壊・損壊などのおそれがないこと。 

⑥その他被災者が生活するうえで町が適当と認める場所であること。 
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４．避難場所等の住民への周知 

①避難場所・避難路及び避難所について、適切な場所に誘導標識等の整備を進めることとする。 

②町広報紙及び各種会合等のあらゆる機会を通じて、地区住民に避難場所等の周知徹底を図ると

ともに、避難時における知識・心得等についての普及促進を図るものとする。 

③自主防災組織を活用し、地区住民に対して避難場所等の確認を行うものとする。 

 

５．避難勧告等の具体的な発令基準の策定 

    町は、避難指示（緊急）・避難勧告・一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに、要配慮者・

避難行動要支援者に対して、その避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始

することを求める避難準備・高齢者等避難開始等について、河川管理者・水防管理者・気象庁等の

協力を得つつ、洪水・土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域

や具体的な判断基準、迅速・的確な避難行動に結びつける伝達内容・方法を明確にしたマニュアル

等の作成に努めるものとする。 

 

６．避難伝達体制の確立 

   避難伝達体制は、「第５章第４節 避難対策計画」の規定に準じ、下記の事項に留意して行うもの

とする。 

   ①市街地においては、行政及び防災関係機関の広報車等を利用して、地区住民への避難勧告等の

通報を行うものとする。 

   ②郡部については、行政防災担当者の指示のもと、自主防災組織を活用し、地区住民への避難勧

告等の通報を行うものとする。 

   ③上記の伝達手段・方法を円滑かつ迅速にするため、資機材の整備に努めるものとする。 

   ④住民等の迅速かつ円滑な避難を確保するため、避難勧告等の意味と内容の説明等について、日

頃から周知に努めるものとする。 

 

７．避難所における住民の収容 

   避難所における収容人員は本節第１項「指定避難所一覧」のとおりとし、原則として地区住民が

短い距離で避難可能となるような安全な施設に収容することとするが、災害の規模等により随時、

災害対策本部より指示するものとする。 

   また、被災者の避難状況の把握は、被災者支援・災害対策の基本となるが、発災直後の町は、避

難誘導や各種災害応急対策などの業務が錯綜し、居住者や避難所への収容状況などの把握に支障を

生じることが想定される。 

   このため、避難所における入所者登録などの重要性について、避難所担当職員等に周知徹底を図

るとともに、避難状況を把握するためのシステムを整備することが望ましい。なお、避難所におけ

る避難住民の登録等の個人情報の取り扱いには十分留意するものとする。 

 

８．避難誘導体制の構築 

  （１）誘導員については、本部職員が行うが、状況により消防職員・消防団員・警察官の協力を得る。    

特に、高齢者・障がい者・乳幼児・妊産婦等の避難行動要支援者の誘導に当たっては、町内会や自

主防災組織の協力を得ることとする。 

  （２）町は、災害から住民の安全を確保するために必要な避難路を予め指定し、その整備を図るとと

もに、避難経路や避難場所、避難所等に案内標識を設置する等、緊急時の速やかな避難が確保

されるよう努めるものとする。 
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  （３）町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広域一時

滞在に係る応援協定や、被災者の運送に関する運送事業者等との協定を締結するなど、具体的

な手順を定めるよう努めるものとする。 

  （４）町は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡しに関する

ルールをあらかじめ定めるよう促すものとする。 

  （５）町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における保育所と町

との連絡・連携体制の構築に努めるものとする。 

 

９．避難計画の作成 

   町は、住民、特に高齢者・障がい者・乳幼児・妊産婦等の要配慮者が災害時において安全かつ迅速

な避難を行うことができるよう、主に次の事項に留意して避難計画の作成に努めるものとする。な

お、観光地の入り込み客にも同様の配慮を行うこととする。 

また、自主防災組織等の育成を通じて、避難体制の確立や避難に関する情報と被災想定などを、

視覚的に表したハザードマップの作成に努めるものとする。 

  ①避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始を発令する基準及び伝達方法 

  ②避難場所・避難所の名称・所在地・対象地区及び対象人口 

  ③避難場所・避難所への経路及び誘導方法（観光地などについては観光入り込み客対策を含む） 

  ④避難誘導を所管する職員等の配置及び連絡体制 

  ⑤避難場所・避難所の開設に伴う被災者救護措置に関する事項 

 ア．給水・給食措置 

イ．毛布・寝具等の支給 

ウ．衣料・日用必需品の支給 

エ．暖房及び発電機用燃料の確保 

オ．負傷者に対する応急救護 

 ⑥避難場所・避難所の管理に関する事項 

ア．避難中の秩序保持 

イ．住民の避難状況の把握 

ウ．避難住民に対する災害情報や応急対策実施状況の周知、伝達 

エ．避難住民に対する各種相談業務 

 ⑦避難に関する広報 

ア．防災行政無線等による周知 

イ．広報車（消防・警察車両の出動要請を含む）による周知 

ウ．避難誘導者による現地広報 

エ．住民組織を通じた広報 

 

１０．防災上重要な施設の管理等 

   学校、医療機関及び社会福祉施設の管理者は、次の事項に留意して予め避難計画を作成し、関係

職員等に周知徹底を図るとともに、訓練等を実施することにより避難の万全を期するものとする。 

  ①避難の場所（避難場所・避難所） 

  ②経路 

  ③移送の方法 

  ④時期及び誘導並びにその指示伝達の方法 

  ⑤保健・衛生及び給食等の実施方法 

  ⑥暖房及び発電機の燃料確保の方法 
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第１２節 避難行動要支援者対策計画 

災害発生時における避難行動要支援者の安全確保に関する計画は、次に定めるところによる。 

 

１．安 全 対 策 

   災害発生時には、乳幼児・妊産婦・高齢者・障がい者・外国人等の避難行動要支援者は特に移動面に

支障が伴うため、被害を受ける場合が多い。町及び社会福祉施設等の管理者は、避難行動要支援者

の安全確保のため、住民・自主防災組織等の協力を得ながら、平常時から緊急連絡体制・避難誘導等

の防災体制の整備に努める。 

 

２．避難行動要支援者への対策 

   要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生の恐れがある場合に自ら避難することが困難であり、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する「避難行動要支援者」の安全を確保

するため、基本法の規定に基づき「避難行動要支援者名簿」を作成し、個人情報の保護に留意しな

がら、消防機関・警察・社会福祉協議会・民生児童委員協議会・自主防災組織や町内会・自治会をはじ

めとする関係者と連携して、地域住民等の幅広い協力を得た避難行動要支援者の迅速な避難や安否

確認等の環境整備に努めるものとする。 

（１）全体計画及び個別計画の策定 

町は、要配慮者（避難行動要支援者）支援のための体制を充実させるため、国の「避難行動要

支援者の避難行動支援に関する取組指針」を踏まえ、道が作成した「災害時における高齢者・障が

い者等の支援対策の手引き」等を参考に「江差町避難行動要支援者避難支援計画（全体計画）」を

策定し、これらに基づき地域の特性や実情を踏まえつつ、避難行動要支援者名簿の情報に基づき、

発災時に避難支援を行う援助者や避難支援の方法、避難場所、避難経路等、具体的な避難方法等

について「個別計画」の策定を推進するものとする。 

（２）避難行動要支援者名簿の作成 

町が作成する「避難行動要支援者名簿」の対象範囲は次のとおりとし、施設等に入所している

者を除くものとする。 

ア．要介護３から５までの認定を受けている者 

イ．身体障害者手帳を所持する、視覚障害者・下肢障害者・体幹障害を主たる障害とする総合級が

１・２級の者、又は上肢障害・内部障害・聴覚障害を主たる障害とする総合級１級の者 

ウ．療育手帳Ａ判定の交付を受けている者 

エ．精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている者 

オ．その他、特に配慮を要すると認められ災害時等の支援を希望する者で、町長が必要と認める

者 

（３）名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録す

るものとする。 

ア．氏  名 

イ．生年月日 

ウ．性  別 

エ．住所又は居所 

オ．電話番号その他連絡先 

カ．避難支援等を必要とする事由 
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キ．上記に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し町長が必要と認める事項（生命を維持す

るために必要な機器利用の有無等） 
 

また、その入手方法は、町においては要配慮者名簿及び避難行動要支援者名簿を作成するに当

たり、要配慮者及び避難行動要支援者に該当する者を把握するため、町の関係部署で把握してい

る要介護高齢者や障がい者等の情報を集約するよう努めること。 

難病患者に係る情報等、町では把握していない情報の取得が避難行動要支援者名簿の作成のた

め必要があると認められるときは、関係都道府県知事その他の者に対して、情報提供を求めるも

のとする。 
 

（４）避難支援者等への事前の名簿情報の提供 

①町は、災害の発生に備え、避難行動要支援者の迅速な避難や安否確認等のため、制度の趣旨及

び避難支援等の実施に携わる関係者（以下「避難支援等関係者」という。）への名簿情報提供

について、要支援者名簿登録同意書により同意確認を行うものとする。なお、避難行動要支援

者本人が重度の認知症等により、本人の意思確認が困難な場合は親権者や法定代理人等からの

同意をもって本人同意に代替する。ただし、災害が発生し、または発生する恐れがある場合は、

同意の有無にかかわらず、避難支援等の実施に必要な名簿情報を提供することができる。 

②避難支援等関係者となる者は次に掲げる団体とする。 

ア．江差消防署（江差町消防団含む。） 

イ．函館方面江差警察署 

ウ．江差町民生児童委員協議会 

エ．江差町社会福祉協議会 

オ．江差町自主防災組織 

      カ．町内会長又は自治会長 

      キ．その他、町長が必要と認めた機関及び組織等 

（５）名簿情報の提供に際し、情報漏えいを防止するために町が求める措置及び町が講ずる措置 

町は、名簿情報を提供するときは、本計画に定めるところにより、名簿情報の提供を受ける者

に対して名簿情報の漏えいの防止のために必要な措置を講ずるよう求めるとともに、その他の当

該名簿情報に係る避難行動要支援者及び第三者の権利利益を保護するために必要な措置を講ず

るよう努める。 

ただし、災害対策基本法第４９条の１１第３項の規定により、避難行動要支援者の生命又は身体

を災害から保護するために特に必要がある場合は、避難行動要支援者にかかる名簿情報を本人の

同意なく、避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者に提供することができる。 

（６）要配慮者が円滑に避難のための立退きを行うことができるための通知又は警告の配慮 

町長は、法令の規定により災害に関する予報若しくは警報の通知を受けたとき、自ら災害に関

する予報若しくは警報を知ったとき、法令の規定により自ら災害に関する警告をしたとき、又は

通知を受けたときは、本計画に定めるところにより、予報若しくは警報又は通知に係る事項を関

係機関及び町民その他関係のある公私の団体に伝達しなければならない。 

この場合において、必要があると認めるときは、町は、住民その他関係のある公私の団体に対

し、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき避難のための立退きの準備その他の措置に

ついて、必要な通知又は警告をすることができる。 

町は、必要な通知又は警告をするに当たっては、要配慮者が災害対策基本法第６０条第１項の

規定による避難のための立退きの勧告又は指示を受けた場合に円滑に避難のための立退きを行

うことができるよう特に配慮しなければならない。 
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（７）避難支援等関係者の安全確保 

町長は、法令及び本計画の定めるところにより、災害応急対策に従事する者の安全の確保に十

分に配慮して、災害応急対策を実施しなければならない。 

（８）情 報 伝 達 

町は、避難行動要支援者に対する災害情報等の伝達を次のいずれかの方法で行うものとする。 

ア．広報車による伝達 

イ．電話による伝達 

ウ．自主防災組織の情報班による伝達 

（９）避 難 対 策 

    要配慮者に対する避難は、自主防災組織の救出・救護班及び各種団体等の協力を得て避難誘導

等を行うものとする。なお、避難誘導にあたっては避難行動要支援者の健康状態に十分配慮し、

自力で避難できない場合には車両等を利用して行うものとする。避難所においては、町及び各町

内会等との連携を図り、高齢者や障がい者等の健康状態の把握などに努めるものとする。 

（１０）防災教育・訓練の充実 

    町は、避難行動要支援者自らの対応能力を出来るだけ高めるため、防災安全教室の開催等を通

じて意識の高揚を図る。また、ホームヘルパーや保健師の協力を得て防災訓練を実施する。 

 

３．社会福祉施設の防災対策 

 （１）防災設備の整備 

    社会福祉施設等の利用者及び入所者は、寝たきり高齢者や障がい者等が多いため、管理者は施

設の安全性の向上に努める。また、入所者が最低限度の生活維持に必要な飲料水・医薬品等の備

蓄や防災資機材の整備に努める。 

 （２）組織体制の整備 

    施設管理者は、災害時において迅速かつ的確に対処するため、あらかじめ防災組織を整え、職

員の任務分担・動員計画・緊急連絡体制を明確にする。また、平素から町との連携のもとに、施設

相互間・近隣住民・ボランティア組織等の入所者の実態に応じた協力を得られるような体制の整

備に努める。 

 （３）緊急連絡体制の整備 

    施設管理者は、災害の発生に備え、消防機関等への早期通報が可能な非常通報装置を設置する

などして緊急時における情報伝達手段・方法等を確立するとともに、施設相互間の連携協力の強

化に資するため、町の指導のもとに緊急連絡体制の整備を図る。 

 （４）防災教育・防災訓練の充実 

    施設管理者は、職員や利用者・入所者に対する防災意識の普及に努め、基礎知識に関する教育

を定期的に実施する。また、施設の構造や利用者・入所者の判断能力や行動能力等に応じた防災

訓練を定期的に実施する。特に、自力での避難が困難な利用者・入所者がいる施設においては、

夜間における訓練も定期的に実施するよう努める。 
 

 【警戒区域内の要配慮者利用施設】 

№ 施設区分 施設名称 施設所在地 土砂 洪水 備考 

１ 障害者施設 あすなろ学園 江差町字田沢町５４２-３ ○  急傾斜地崩壊 

２ 障害者施設 あすなろ地域交流センター 江差町字田沢町５４２-３ ○  急傾斜地崩壊 

３ 障害者施設 あすなろアクティビティセンター 江差町字田沢町５４２-１３ ○  急傾斜地崩壊 

４ 障害者施設 江差町地域活動支援センター 江差町字田沢町５４２-３ ○  土石流 

５ 高齢者施設 江差町老人福祉センター 江差町字新栄町２６４-１ ○  土石流 

※土砂災害防止法第８条第１項及び水防法第１５条第１項に規定する施設 
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４．援 助 活 動 

   町は、避難行動要支援者の早期発見に努めるとともに、状況に応じた適切な援助活動を行う。 

 （１）避難行動要支援者の確認・早期発見 

    町は災害発生後、あらかじめ把握している避難行動要支援者について直ちに所在や連絡先等を

確認するなどして安否の確認に努める。 

 

 （２）避難所等への移送 

    町は、避難行動要支援者を発見したときは、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判

断し、次の措置を講ずる。 

   ①避難所への移動 

   ②医療機関への移送 

   ③施設等への緊急入所 

 （３）応急仮設住宅への優先的入居 

    町は、応急仮設住宅への避難行動要支援者の優先的入居に努める。 

 （４）在宅者への支援 

    町は、避難行動要支援者が在宅での生活が可能と判断した場合は、生活実態を的確に把握し、

必要な援助活動を行う。 

 （５）応 援 要 請 

    町は、救助活動の状況や避難行動要支援者の状況により、適宜、北海道や近隣市町村等に対し

応援を要請する。 

 

５．外国人に対する対策 

   町は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人を要配慮者として位置付け、災害発生時に迅速か

つ的確に行動できるよう、次のような条件・環境づくりに努めるとともに、外国人登録等様々な機

会をとらえて防災対策の周知を図る。 

  ①多言語による広報の充実 

  ②避難所標識等の多言語化 

  ③施設等への緊急入所 

  ④外国人を含めた防災教育・防災訓練の実施 

  ⑤外国人登録時における防災知識の普及 

 

 

 

第１３節 自主防災組織の育成等に関する計画 

 災害の発生を防止し、また災害発生時の被害を最小限におさえるためには、防災関係機関の活動とと

もに地域住民及び事業所等による自主的な防災活動が極めて重要である。「自分達の地域は自分達で守

る」という精神のもとに地域住民・事業所等による自主防災組織の設置・育成を推進する。その際、女性

の参画の促進に努めるものとする。 
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１．地域住民による自主防災組織 

   町は、町内会等の地域ごとの自主防災組織の設置及び育成に努め、地域住民が一致団結して消防

団と連携を行い、初期消火活動や救出・救護活動をはじめ、高齢者や障がい者等の要配慮者の避難

誘導等が効果的に行われるよう協力体制の確立を図る。 

   また、避難所の運営に関し、自主防災組織や町内会・自治会が主体となるなど、地域住民による

自主的な運営に努めるものとする。 

 

２．事業所等の防災組織 

   多数の者が利用し、又は従事する施設並びに危険物を取り扱う事業所で、自衛消防組織設置が法

令の規定により義務付けられている一定の事業所については、制度の趣旨を徹底するとともに、防

災要員等の資質の向上に努める。 

   また、その他の事業所等においては、自主的な防災組織を設置するなどして、積極的な防火体制

の整備・強化に努める。 

 

３．自主防災組織の編成 

   自主防災組織の活動を効果的に行うためには、あらかじめ組織内の役割分担を定めておくことが

必要であり、組織の編成に当たっては、地域の実情に応じて以下の点に留意する。 

  （１）自主防災組織は、地域住民相互の緊密な連携のもとに活動することが必要であり、町内会単位

など連帯感を持てるよう適正な規模で編成する。 

  （２）他地域への通勤者の多い地域では、昼夜間の活動に支障のないような編成とする。 

  （３）地域内の事業所と協議のうえ、事業所の防災組織と連携を密にする。 

  （４）自主防災組織を運営していく上で基本的な事項については、規約を設けて明確にする。 

 

４．自主防災組織の活動 

 （１）平常時の活動 

   ①防災知識の普及 

      災害の発生を防止し被害の軽減を図るためには、町民一人ひとりの日頃の備えと災害時の

的確な行動が大切であることから、集会等を利用して防災に対する正しい知識の普及を図る。 

   ②防災訓練の実施 

      災害が発生したとき、町民一人ひとりが適切な措置を取ることが必要で、日頃から繰り返

し訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。 

      訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練とがあり、個別訓練としては通常次の

ようなものが考えられるが、訓練を計画する際には地域の特性を考慮した訓練とする。 

     ア．情報の収集伝達訓練 

         防災関係機関からの情報を正確かつ迅速に地域住民に伝達し、地域における被害状

況等を関係機関へ通報するための訓練を実施する。 

     イ．消 火 訓 練 

        火災の拡大・延焼を防ぐため、消火器等を使用して消火に必要な技術等を習得する。 

     ウ．救出救護訓練 

         家屋の崩壊やがけ崩れ等により、下敷きとなった者の救出活動及び負傷に対する応

急手当の方法等を習得する。 

     エ．避 難 訓 練 

        避難の要領を熟知し、避難場所や避難所まで迅速かつ安全に避難できるよう実施する。 
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    オ．図 上 訓 練 

         一定の区域内の図面を活用して、想定される災害に対する地区の防災上の弱点等を

見いだし、それに対処する避難方法等を地域で検討し実践するため、町と連携して地

元住民の立場に立った図上訓練の実施に努める。 

   ③防災点検の実施 

      家庭及び地域においては、災害が発生したときに被害の拡大の原因となるのが多く見られ

るので、町民各自が点検を実施するほか、自主防災組織としては、定期的に防災点検を行う。 

   ④防災用資機材等の整備・点検 

      自主防災組織が災害時に速やかな応急措置をとることができるようにするためには、活動

に必要な資機材を組織としてあらかじめ用意しておくことが望ましく、これらの資機材は日

頃から点検して、非常時において直ちに使用できるようにする。 

 （２）非常時及び災害時の活動 

   ①情報の収集伝達 

      自主防災組織は、災害時において防災関係機関の提供する情報を住民に伝達し、地域内に

発生した被害の状況を迅速かつ正確に町へ報告するとともに、防災関係機関の提供する情報

を伝達して町民の不安を解消し、的確な応急活動を実施する。このため、あらかじめ次の事

項を決めておくようにする。 

     ア．連絡をとる防災関係機関 

     イ．防災関係機関との連絡のための手段 

     ウ．防災関係機関との情報を地域住民に伝達する責任者及びルート 

     エ．遠隔吹鳴システムの活用 

また、避難場所や避難所等へ避難した後についても、地域被災状況・救助活動の状況等を

必要に応じて報告し、混乱・流言飛語の防止にあたる。 

   ②出火防止及び初期消火 

      家庭に対しては、火の元の始末など出火防止のための措置を講ずるよう呼びかけるととも

に、火災が発生した場合、消火器などを使い隣近所が相互に協力して初期消火に努めるよう

にする。 

   ③救出救護活動の実施 

      がけ崩れ、建物の倒壊などにより下敷きになった者が発生したときは、町等に通報すると

ともに、二次災害に十分注意し速やかに救出活動に努める。また、防災関係機関が活動する

までの間、負傷者に対しては応急手当を実施するとともに、医師の介護を必要とする者があ

るときは救護所等へ搬送する。 

④避難の実施 

      町長・警察官等から避難勧告、避難指示（緊急）や避難行動に時間を要する要配慮者・支援者

などに対する避難準備・高齢者等避難開始が出された場合には、住民に対して周知徹底を図

り迅速かつ円滑に避難場所や避難所等へ誘導する。なお、避難行動要支援者に対しては、地

域住民の協力のもとに避難させる。 

   ⑤給食・救護物資の配布及びその協力 

      被害の状況によっては、避難が長時間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資の支

給が必要になってくる。これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動がどうしても必

要となってくるので、自主防災組織は町が実施する救援物資の配布活動に協力する。 
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（３）避難行動要支援者の援護活動 

独居老人・身体障がい者等を対象とした緊急通報システム導入による火災、急病等の平常時緊

急連絡体制が整備されているが、システム上の限界から震災などの大規模災害時には、有線途絶

に伴い、活用が不可能となる。 

このため、地区の避難行動要支援者の保護・安全確認は、民生（児童）委員との連携による町

内会・自治会又は自主防災組織等の活動・協力を基本として実施する。また、避難行動要支援者に

対する避難準備・高齢者等避難開始等が出された場合は、地域住民が一体となって避難にあたる。 

ア．住民の安全確認と保護 

イ．医療手配などの応急対応 

ウ．避難誘導援護 

 

 

 

第１４節 積雪・寒冷対策計画 

 積雪・寒冷期において災害が発生した場合、他の季節に発生する災害に比べて、積雪による被害の拡

大や避難場所、避難路の確保等に支障を生じることが懸念される。 

 このため、町及び防災関係機関では積雪・寒冷対策を推進することにより、積雪・寒冷期における災害

の軽減に努める。 

 

１．積雪対策の推進 

   積雪期における災害対策は、除排雪体制の整備、雪に強いまちづくり等、総合的・長期的な雪対

策の推進により確立される。このため、「北海道雪害対策実施要綱」に基づき、北海道及び防災関

係機関と相互に連携協力して実効ある雪対策の確立と雪害防止に努める。 

 

２．避難救出措置等 

町は、積雪・寒冷対策を積極的に実施するため、「北海道雪害対策実施要綱」に準じ、所要の対

策を講ずるとともに、特に次の事項につき十分留意するものとする。 

（１）積雪・寒冷期に適切な避難勧告･指示ができるようにしておくこと。 

（２）災害発生時における避難・救出・給水・食糧・燃料供給及び防疫等の応急措置の体制を整えるこ

と。 

 

３．交通の確保 

    災害発生時には、防災関係機関の行う緊急輸送等の災害応急対策の円滑な実施を図るため、道

路交通の緊急確保を図ることが重要である。このため、町・北海道開発局函館開発建設部・函館建

設管理部等の道路管理者は、除雪体制を強化し、日常生活道路の確保を含めた面的な道路交通確

保対策を推進する。 

   ①除雪体制の強化 

     ア．道路管理者は、一般国道・道道・町道の整合性のとれた除雪体制を強化するため、相互の

緊密な連携の下に各々の除雪計画を策定する。 

     イ．道路管理者は、除雪の向上を図るための除雪関係機械の整備を進める。 

   ②積雪寒冷地に適した道路整備の促進 

     ア．道路管理者は、冬期交通の確保を図るための道路の整備や施設の整備を推進する。 

     イ．道路管理者は、雪崩や吹雪等による交通障害を予防するため、雪崩防止柵や防雪柵等防

雪施設等の防雪対策の促進を図る。 
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４．雪に強いまちづくりの推進 

 （１）家屋倒壊の防止 

    町は住宅の耐震性を確保し、屋根雪荷重の増大による家屋倒壊等を防止するため、建築基準法

等の遵守の指導に努める。また、自力で屋根雪処理が不可能な世帯に対して、ボランティアの協

力体制等、地域の相互扶助体制の確立を図る。 

 （２）積雪期における避難場所・避難路の確保 

    町及び防災関係機関は、積雪期における避難場所・避難路の確保に努める。 

 

５．寒冷対策の推進 

 （１）避難所対策 

    町は、避難施設における暖房等の需要の増大が予想されるため、電源を要しない暖房器具・燃

料のほか、積雪期を想定した資機材（長靴・防寒具・スノーダンプ・スコップ・救出用スノーボード

等）の備蓄に努める。また、電力供給が遮断された場合における暖房設備の電源確保のため、非

常用電源等のバックアップ設備等の整備に努める。 

 （２）被災者及び避難者対策 

    町は、被災者及び避難者に対する防寒用品の整備、備蓄に努める。また、応急仮設住宅は、積

雪のため早期着工が困難となることや避難生活が長期化することが予想されることから、公営住

宅や空き家等利用可能な既存住宅のあっせん等による、被災者、避難者の生活確保のための長期

対策を検討する。 

 （３）避難所の運営 

町は、避難の長期化等必要に応じてプライバシーの確保、男女のニーズの違い等、男女双方の

視点等に配慮する。 

 

 

 

第１５節 複合災害に関する計画 

町及び防災関係機関は、複合災害の発生可能性を認識し備えを充実するものとする。 

 

１．予 防 対 策 

  （１）防災関係機関は、後発災害の発生が懸念される場合には、先発災害に多くを動員し後発災害に

不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに留意し、職員の派遣体制、資

機材の輸送手段等の充実や、防災関係機関相互の連携強化に努めるものとする。 

  （２）防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実動訓練

等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援の要請等に

ついての計画・マニュアル等の充実に努めるものとする。 

  （３）町は、複合災害時における町民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普及・啓発に努め

る。 
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